
















限界」（Meadows et al., 1972）など、世界的に様々な形で呈されてきた。このように経済
成長に批判的な議論に対する国際社会の一つの回答としては、IUCN（1980）により提唱さ










                                            
1 原文の表現は「development that meets the needs of the present without compromising the ability of future 

































GDP＝C＋I＋G＋（EX－IM）      （１） 
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 D に鉱物資源の埋蔵量の減少等が含まれない理由は、GDP 推計のための国民経済計算体系（SNA）で
そもそもそのような量が考慮されていないことによる。国連の環境経済勘定基準 SEEA（System of 
Environmental-Economic Accounting）は SNA の補完的な役割を果たす目的で決められた基準であり、鉱
物資源の埋蔵量の減少などを実際に資本ストックの減少としてみなしており、そのための計算の方法論を





 なお、NDP が GDP ほど普及していない理由は、NDP に関する概念上の問題というより
も実際上の問題（固定資本減耗に関するデータ入手・定量化が困難）が大きい（例えばステ























Bank, 2006）による評価結果を表 1 に示す。表では所得レベルに従って一人あたりの資本
ストックの量が多くなっており、国の平均所得の高さが資本ストックの量の大きさを反映し
ていることがわかる。低所得国においては自然資本（鉱物資源及び自然環境）の寄与が他の
                                            
4 正確に言うと、この場合のレントとは、一定量の資源を占有していることによって得ることのできる超
過の利潤のこと。 
5 例えば Perman et al. (2012, Chapter 19)参照のこと。 
6 途上国においては、再生可能資源の持続可能な利用という面においてもまだ改善の余地が大いにあり（資
源利用の利益の分配の問題も含めて）、この点が UNEP、OECD、またリオ+20 会合などの国際会議におけ
る最近の「Green growth」に関する議論の焦点の一つとなっている。Green growth に関する最近の国際的
議論の流れについては Hosono (2015) を参照のこと。 
7 これらの資本の一部については市場価格が存在しないため、間接的な方法により貨幣換算した経済的価











として、世界銀行による調整純貯蓄（adjusted net saving：ジェニュイン・セービング 
genuine saving とも呼ばれる）や、国連大学とUNEPによる包括的富指標（Inclusive Wealth 





向があるという現象は資源の呪い（resource curse）と呼ばれ、Sachs and Warner (1995, 
2001) によって広く知られるようになった。資源の呪いに関するレビュー文献としては、





















                                            














 環境の質（環境汚染の量）と経済（一人当たり GDP あるいは一人当たり国民総生産、GNP）
の間には、環境クズネッツ曲線 10と呼ばれる逆 U 字型の関係性があるのではないかという
仮説が長く議論されてきた。実際、二酸化窒素（SO2：石炭等を燃焼させることにより発生
する大気汚染物質）のような一部の汚染物質の排出量は、見かけ上一人当たり GDP（ある
いは GNP）との逆 U 字型の関係が存在する（図 1 を参照のこと）。このような経済と環境
の質に関する関係性は、Grossman and Krueger（1991, 1995）により初めて議論され、世
界銀行による 1992 年の世界開発報告(World Development Report)でも大きく取り上げら






















  2015 年 12 月に国連気候変動枠組み条約第 21 回締約国会議（COP21）において世界 196
                                            
10 「環境クズネッツ曲線」の名称は、「クズネッツ曲線」（経済発展は始めは格差を広げるが、更なる経済










加の一途をたどっており（例えば Boden et al., 2015 参照のこと）11、また国の所得レベル







ョンモデルを用いた研究によるもの）を総合した評価結果である IPCC 第 5 次評価書の結論
では、21 世紀末の世界平均地表気温の産業革命前時からの上昇を 2℃以内に抑えることに
相当するケース（全球の温室効果ガスの濃度を 450ppm CO2 eq に安定化させるケース）で
も、最も効率的な温室効果ガス削減政策が取られた場合、2030 年時点での温室効果ガス排














                                            
11 2015年には世界経済自体は拡大したにもかかわらず全世界のCO2排出量が若干（前年に比べ 0.6%程度）
減少した（更に言うと世界の CO2 排出量の増加傾向は止まったのではないか）という報告もある（Jackson 
et al., 2016）。 
12 ちなみに、現在考えられている世界の化石燃料の総埋蔵量（現在の世界のエネルギー消費レベルで数百
年程度あるいはそれ以上の使用の継続が可能：e.g., Rogner et al., 2012）からすると、気候変動が顕著化す
る前に化石燃料の枯渇が起こることはない。 
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低所得国 1,925 1,174 4,434 7,532 




9,531 76,193 353,339 439,063 
世界平均 4,011 16,850 74,998 95,860 













図 1． 二酸化硫黄（SO2）排出に関する環境クズネッツ曲線（Stern, 2014 によるもの）。 








図 2． 全世界の経済的インパクト（全世界の GDP 総計の百分率変化として数量化：縦
軸）と地球表面平均気温の上昇（産業革命以前と比べた摂氏温度の上昇分：横軸）の関係
性についての最近の２１件の研究による見積もり量をプロットしたグラフ（Tol, 2014 に
よるもの）。点は各研究による見積もり量、実線はそれらの最小二乗法による近似曲線、
破線は 95%信頼区間を表す。 
 
 
 
 
以 上 
 
本稿の目的は開発援助の議論を広く紹介することにあります。本稿の掲載情報は信頼できると考えられる情報源
から作成しており、作成には万全を期しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。詳
しくは原論文をご参照下さい。また、記載された付加価値、政策含意や留意点は作成者個人の責任で執筆されて
おり、作成者が属する組織の見解とは必ずしも一致しておりません。 
 
